
�愛媛県規則第１号
愛媛県林業改善資金貸付規則の一部を改正する規則を次の

ように定める。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県林業改善資金貸付規則の一部を改正する規則

愛媛県林業改善資金貸付規則（昭和５１年愛媛県規則第８１号

）の一部を次のように改正する。

第２条第１項の表中第７号の項を第８号の項とし、第６号

の項を第７号の項とし、第５号の項の次に次のように加える

。


 前各号に掲げるもののほ

か、地域の自然的条件及び

林業事情からみて林業経営

の改善を促進するために特

に普及を図る必要があると

認められる能率的な林業の

技術の導入に必要なものと

して県が農林水産大臣に協

議して指定する資金

機械又は施

設を購入し、

又は設置する

場合にあつて

は、１台又は

１セットにつ

き県が農林水

産大臣に協議

して定める額

５年以内

第１１条第１項中「及び第２号」を「、第２号及び第６号」

に改める。

様式第２号（その５）中「技術導入資金事業計画書」を「

技術導入資金（地域技術導入資金）事業計画書」に改め、同

様式（その５）注１中「第５号」の下に「及び第６号」を加

え、同様式（その５）注中２を３とし、１の次に次のように

加える。

２ 不要の文字は、抹消すること。

様式第２号（その６）注１中「第６号」を「第７号」に改

め、同様式（その７）注１中「第７号」を「第８号」に改め

る。

様式第５号（裏）林業改善資金借用証書特約条項第１条第

３号中「第６号又は第７号」を「第７号又は第８号」に改め

る。

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ この規則施行の際現に改正前の愛媛県林業改善資金貸付

規則様式第５号の規定により提出されている書類は、改正

後の愛媛県林業改善資金貸付規則様式第５号の規定により

提出された書類とみなす。

発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社
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�愛媛県告示第１７６号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、津島町長から公有水面の埋立てにより新たに生じ

た次の土地は、津島町の地域であることを確認した旨の届出

があった。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１７７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、津島町長から次のとおり字の区域を変更する旨の届

出があった。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１７８号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第

１１０号。以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく

特定施設の設置の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県庁及び新

居浜市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する

。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

住友金属鉱山株式会社

東京都港区新橋五丁目１１番３号

代表取締役 福島 孝一

２ 事業場の名称及び所在地

住友金属鉱山株式会社ニッケル工場

新居浜市西原町三丁目５番１号

３ 特定施設に関する事項

４ 汚水等の処理施設に関する事項

告 示

新たに生じた土地の所在 面 積
（平方メートル）

津島町田颪字外ノ浦３３の３並びに字本谷７１の１、
７１の８から７１の１０まで及び７１の１２の地先 ５８３．８１

津島町田颪字本谷７１の１、７１の３、７１の５、７１の
６、７５の２から７５の１３まで、１１６の１、１１８、１２０
の３、１２２の１及び１２２の２並びに字内ノ浦１２３及
び３２５の地先

３，２２１．４０

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

田颪 字
本谷

津島町田颪字外ノ浦３３の３並びに字本谷
７１の１、７１の８から７１の１０まで及び７１の
１２の地先公有水面埋立地

５８３．８１

津島町田颪字本谷７１の１、７１の３、７１の
５、７１の６、７５の２から７５の１３まで、１１
６の１、１１８、１２０の３、１２２の１及び１２２
の２並びに字内ノ浦１２３及び３２５の地先公
有水面埋立地

３，２２１．４０

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令
第１８８号。）別表第１第６２号 ロ電解
施設

特 定 施 設 の 能 力 ７立方メートル×８基

工事の着手予定年月日 平成１５年３月１日

工事の完成予定年月日 平成１５年１０月３０日

使用開始の予定年月日 平成１５年１１月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ２．０

最大 １．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ９

最大 ９．９

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １未満

最大 １未満

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １９．９

最大 ２０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ０．３

最大 １．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １５０

最大 １８０

備考 汚水等は、全量再利用する。

設 置 年 月 日 昭和５０年７月１０日

処 理 施 設 の 種 類 非鉄金属排水処理施設

処 理 施 設 の 型 式 中和凝集沈殿方式

処 理 施 設 の 構 造 鉄及びゴム製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦 ２６メートル 横 ５３メートル 高
さ ９メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１，３００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和＋凝集沈殿＋中和

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

愛 媛 県 報平成１５年１月３１日 第１４２７号
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５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び

最大の値並びに汚水等の１日当たりの量

� 南排水口

� 北排水口

�������
�愛媛県告示第１７９号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第

１１０号。以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく

特定施設の設置の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県庁及び松

前町役場において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

伊予基準寝具株式会社

伊予郡松前町大字出作字楠木５２８番地の１

代表取締役 森永 秀則

２ 事業場の名称及び所在地

伊予基準寝具株式会社

伊予郡松前町大字出作字楠木５２８番地の１

３ 特定施設に関する事項

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １．０～１２．０

最大 １．０～１２．０

通常 ７．０

最大 ５．０～９．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ９．０

最大 ９．９

通常 ９．０

最大 ９．９

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２，２４０

最大 ４，０００

通常 ２５

最大 ５０

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １９．９

最大 ２０

通常 １９．９

最大 ２０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ０．３

最大 １．５

通常 ０．３

最大 １．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １，１００

最大 １，３００

通常 １，１００

最大 １，３００

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ７．０

最大 ５．０～９．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６．２

最大 ７．１

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２３

最大 ４５

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １３．３

最大 １５．１

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ０．２

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ８，２３５

最大 ９，７４５

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ７．０

最大 ５．０～９．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３．０

最大 ３．９

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ４０

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３．０

最大 ６．０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ０．１

最大 ０．８

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ８，１２０

最大 ９，６３０

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令
第１８８号。）別表第１第６７号 洗濯の
業に供する洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １回当たり２００キログラム処理

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

工事の完成予定年月日 着手後１４日

使用開始の予定年月日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ９時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ９～１０

最大 ９～１０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２８０

最大 ３５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ９５

最大 １００

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２０

最大 ２５

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ２

最大 ３

愛 媛 県 報平成１５年１月３１日 第１４２７号
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４ 汚水等の処理施設に関する事項

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び

最大の値並びに汚水等の１日当たりの量

�１排水口

�������
�愛媛県告示第１８０号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第

１１０号。以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく

特定施設の構造等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第３項に

規定する書面は、愛媛県庁及び新居浜市役所において告示の

日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

住友金属鉱山株式会社

東京都港区新橋五丁目１１番３号

代表取締役 福島 孝一

２ 事業場の名称及び所在地

住友金属鉱山株式会社ニッケル工場

新居浜市西原町三丁目５番１号

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号）別表第

１第６２号 ロ、ホ

４ 変更しようとする事項の内容

特定施設の使用方法及び汚水等の処理方法等の変更

５ 特定施設に関する事項

６ 汚水等の処理施設に関する事項

汚水処理施設

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １３

最大 １７

設 置 年 月 日 平成１４年１１月２８日

処 理 施 設 の 種 類 標準活性汚泥処理施設

処 理 施 設 の 型 式 ばっ気＋沈殿

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１２．２３メートル 横６．０メートル
高さ３．６２メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１５０立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 標準活性汚泥処理

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ９～１０

最大 ９～１０

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １６０

最大 ２００

通常 ２０

最大 ３０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ９５

最大 １００

通常 ２０

最大 ３０

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２０

最大 ２５

通常 ８

最大 １０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ２

最大 ３

通常 １

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １２４

最大 １５０

通常 １２４

最大 １５０

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２０

最大 ３０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ３０

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８

最大 １０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 １

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １２４

最大 １５０

変 更 前 変 更 後

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０．０

最大 １５．０

通常 ９．０

最大 ９．９

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３．０

最大 ５．０

通常 １９．９

最大 ２０．０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ０．１

最大 ０．１

通常 ０．３

最大 １．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １５０

最大 １８０

通常 １５０

最大 １８０
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７ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び

最大の値並びに汚水等の１日当たりの量

� 南排水口 � 北排水口

変更なし

�愛媛県告示第１８１号
クリーニング業法（昭和２５年法律第２０７号）第８条の２第１項の規定により、次のとおりクリーニング師の資質の向上を図

るための研修を指定した。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 研修の名称

クリーニング師研修

２ 主催者

東京都港区新橋六丁目８番２号

財団法人全国生活衛生営業指導センター 理事長 山 下 眞 臣

３ 研修の種類、開催日及び場所

４ 受講料

５，０００円

�愛媛県告示第１８２号
クリーニング業法（昭和２５年法律第２０７号）第８条の３の規定により、次のとおりクリーニング所の業務に関する知識の習

得及び技能の向上を図るための講習を指定した。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 研修の名称

クリーニング業務従事者講習

２ 主催者

東京都港区新橋六丁目８番２号

財団法人全国生活衛生営業指導センター 理事長 山 下 眞 臣

３ 研修の種類、開催日及び場所

変 更 前 変 更 後

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
１５０
最大
３００

通常
１５０
最大
３００

通常
１９．９
最大
２０．０

通常
１９．９
最大
２０．０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常
０．２
最大
０．５

通常
０．２
最大
０．５

通常
０．３
最大
１．５

通常
０．３
最大
１．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
１，１００
最大
１，３００

通常
１，１００
最大
１，３００

通常
１，１００
最大
１，３００

通常
１，１００
最大
１，３００

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ７．０

最大 ５．０～９．０

通常 ７．０

最大 ５．０～９．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６．２

最大 ７．１

通常 ６．２

最大 ７．１

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２３

最大 ４５

通常 ２３

最大 ４５

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １８

最大 ３２

通常 １３．３

最大 １５．１

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ０．２

最大 １．０

通常 ０．２

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ８，２３５

最大 ９，７４５

通常 ８，２３５

最大 ９，７４５

種 類 開 催 日 場 所

集合して行う研修 平成１５年３月９日（日） 松山市文京町４番地２
松山大学

��������������

��������������
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�������
�愛媛県告示第１８３号
県営ほ場整備事業（担い手育成型）徳能地区（徳能下工区

）の換地計画を定めたので、土地改良法（昭和２４年法律第１

９５号）第８９条の２第４項において準用する同法第８７条第５項

の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

換地計画書

２ 縦覧期間

平成１５年２月１日から２月２０日まで

３ 縦覧場所

丹原町役場

�������
�愛媛県告示第１８４号
県営ほ場整備事業（担い手育成型）徳能地区（星野工区）

の換地計画を定めたので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５

号）第８９条の２第４項において準用する同法第８７条第５項の

規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

換地計画書

２ 縦覧期間

平成１５年２月１日から２月２０日まで

３ 縦覧場所

丹原町役場

�������
�愛媛県告示第１８５号
県営中山間地域総合整備事業伊予中山地区三秋工区の換地

計画を定めたので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第

８９条の２第４項において準用する同法第８７条第５項の規定に

より、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

換地計画書

２ 縦覧期間

平成１５年２月１日から２月２０日まで

３ 縦覧場所

伊予市役所

�������
�愛媛県告示第１８６号
県営中山間地域総合整備事業伊予中山地区唐川工区の換地

計画を定めたので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第

８９条の２第４項において準用する同法第８７条第５項の規定に

より、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

換地計画書

２ 縦覧期間

平成１５年２月１日から２月２０日まで

３ 縦覧場所

伊予市役所

�������
�愛媛県告示第１８７号
県営ほ場整備事業（担い手育成型）宇和地区岩木工区の換

地計画を定めたので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）

第８９条の２第４項において準用する同法第８７条第５項の規定

により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

換地計画書

２ 縦覧期間

平成１５年２月１日から２月２０日まで

３ 縦覧場所

宇和町役場

�������
�愛媛県告示第１８８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、上浦町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（農道）・瀬山地区）の施行に平成１５

年１月２２日同意した。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１８９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、上浦町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（農道）・小谷地区）の施行に平成１５

年１月２２日同意した。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１９０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、五十崎町から協議のあった町営土地改良事業（

県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・下河原地区）の

４ 受講料

４，５００円

種 類 開 催 日 場 所

集合して行う研修 平成１５年３月９日（日） 松山市文京町４番地２
松山大学
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施行に平成１５年１月２２日同意した。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１９１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、五十崎町から協議のあった町営土地改良事業（

県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・上池地区）の施

行に平成１５年１月２２日同意した。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１９２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、津島町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（区画整理）・鴨田地区）の施行に平

成１５年１月２２日同意した。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１９３号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定

により、次のように保安林の指定をする。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１� 保安林の所在場所

宇和島市柿原字槇ノヲカ谷丁３２６、丁３２７の１

� 指定の目的

水源のかん養

	 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で

定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

２� 保安林の所在場所

西条市飯岡字山元２７５９、字前坂２９８１の２

� 指定の目的

土砂の流出の防備

	 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

字前坂２９８１の２（次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定

めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で

定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

３� 保安林の所在場所

越智郡朝倉村大字朝倉上甲２３０の２、乙６１の１

� 指定の目的

土砂の流出の防備

	 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

大字朝倉上乙６１の１（次の図に示す部分に限る。

）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定

めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で

定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

４� 保安林の所在場所

越智郡菊間町種１９４５の１、１９４５の２、１９４６、１９４７の１

、１９４７の２、１９４８、１９４９、１９５０の１

� 指定の目的

土砂の流出の防備

	 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

種１９４５の２・１９４６・１９４７の２・１９４９・１９５０の１（

以上５筆について次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定

めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で

定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

５� 保安林の所在場所

西宇和郡保内町宮内１０番耕地１１０（次の図に示す部分

に限る。）、１０番耕地１１３、１０番耕地１１５、１０番耕地１

１６の２、１０番耕地８７２、１０番耕地８７３の１、１０番耕地８

７４の１、１０番耕地８７６、１０番耕地８７７の１、１０番耕地８

７７の２、１０番耕地８７８の１、１０番耕地８７８の２、１０番耕

地８７９から１０番耕地８８１まで、１０番耕地８８３、１０番耕地

８８４、１０番耕地８８６から１０番耕地８８９まで、１０番耕地９

０２、１０番耕地９０３の１から１０番耕地９０３の３まで、１０番

耕地９０５の２

� 指定の目的

土砂の流出の防備

	 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

宮内１０番耕地１１５・１０番耕地８７２・１０番耕地８７３
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の１・１０番耕地８７７の１・１０番耕地８７８の１・１０番

耕地８７９・１０番耕地８８１・１０番耕地８８７から１０番耕

地８８９まで（以上１０筆について次の図に示す部分に

限る。）、１０番耕地１１０、１０番耕地１１３、１０番耕地

８８０

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定

めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で

定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

６� 保安林の所在場所

宇和島市三浦東４１４１の１、東４１４２から東４１４４まで、西

５１０７の１、西５１１２、西５１１５の３、西５１１５の４、西５１１８の

１

� 指定の目的

土砂の流出の防備

	 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

三浦東４１４１の１・東４１４３・東４１４４・西５１０７の１・

西５１１２（以上５筆について次の図に示す部分に限る

。）、東４１４２

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定

めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で

定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

７� 保安林の所在場所

西条市津越字タキノヤマ７１１４の１

� 指定の目的

土砂の崩壊の防備

	 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で

定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

８� 保安林の所在場所

温泉郡中島町大字津和地１４２２（次の図に示す部分に限

る。）

� 指定の目的

土砂の崩壊の防備

	 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で

定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及

び関係書類を愛媛県庁並びに関係市役所及び町村役場に備え

置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１９４号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定

により、次のように保安林の指定をする。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１� 保安林の所在場所

周桑郡丹原町大字明河第６号６８７・第６号７０６（以上

２筆について次の図に示す部分に限る。）、第６号７０５

、第６号７０８、第６号７２５

� 指定の目的

水源のかん養

	 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

大字明河第６号７０５・第６号７０８・第６号７２５（

以上３筆について次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定

めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で

定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

２� 保安林の所在場所

越智郡菊間町種２０６１から２０７１まで

� 指定の目的

土砂の流出の防備

	 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

種２０６１・２０６８・２０６９（以上３筆について次の図に

示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定

めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で

定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

３� 保安林の所在場所
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越智郡菊間町種１９６７から１９７８まで

� 指定の目的

土砂の流出の防備

	 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐に係る伐採種は、定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で

定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

４� 保安林の所在場所

越智郡朝倉村大字朝倉上乙７４９の２６

� 指定の目的

土砂の流出の防備

	 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

大字朝倉上乙７４９の２６（次の図に示す部分に限る

。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定

めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で

定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

５� 保安林の所在場所

西宇和郡三瓶町大字津布理字シタノトウ２４７６、２４７９、

２５８７、２５８９の２、２５９０、２６０２、２６０３、２６０７、字中滝２５９７

、２６０６、字正田２６１３

� 指定の目的

土砂の流出の防備

	 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

字シタノトウ２４７６・２５８７・２５８９の２・２６０２・２６０７

・字中滝２５９７・２６０６・字正田２６１３（以上８筆につい

て次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定

めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で

定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及

び関係書類を愛媛県庁及び関係町村役場に備え置いて縦覧に

供する。）

�愛媛県告示第１９５号
次の森林を保安林予定森林にしたから、森林法（昭和２６年

法律第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１� 保安林予定森林の所在場所

西条市大浜字東山５９７６の１、字安都谷５９７８、字イカヤ

５９９４、５９９８の１、５９９８の２、字在所中６０００

� 指定の目的

土砂の流出の防備

	 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

字東山５９７６の１・字在所中６０００（以上２筆につい

て次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定

めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で

定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

２� 保安林予定森林の所在場所

西条市丸野字小ヒラ５２５８（次の図に示す部分に限る。

）、５２５７

� 指定の目的

土砂の流出の防備

	 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

字小ヒラ５２５８

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定

めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で

定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

３� 保安林予定森林の所在場所

越智郡菊間町松尾１１２０、１１２６、１１２７

� 指定の目的

土砂の流出の防備

	 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

松尾１１２７（次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定

めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で

定める標準伐期齢以上のものとする。
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� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

４� 保安林予定森林の所在場所

越智郡岩城村３６８６、３６８７

� 指定の目的

土砂の流出の防備

	 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で

定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及

び関係書類を愛媛県庁並びに西条市役所及び関係町村役場に

備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１９６号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６

年法律第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

新居浜市観音原町乙９３の３

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

指定理由の消滅

�������
�愛媛県告示第１９７号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６

年法律第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

温泉郡中島町大字宇和間乙２７７の７

２ 保安林として指定された目的

魚つき

３ 解除の理由

道路用地とするため

�愛媛県告示第１９８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１９９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２００号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 壬生川新居浜野田線
西条市古川字新田甲４０２番５から

同字甲４０２番７地先まで

旧 ８．５ ０．０２０

新 １２．０ ０．０２０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 壬生川新居浜野田線
西条市古川字新田甲４０２番５から

同字甲４０２番７地先まで
平成１５年１月３１日
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�愛媛県告示第２０１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２０２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２０３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２０４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 西条久万線
西条市黒瀬字大畑乙２１５番１地先から

同字乙２１９番１地先まで

旧 ６．０～２９．０ ０．１４５

新 １６．０～３５．０ ０．１３４

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 西条久万線
西条市黒瀬字大畑乙２１５番１地先から

同字乙２１９番１地先まで
平成１５年１月３１日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 １９４号 西条市中野字大平ラ丙１２２番８

旧 １１．０～１１．５ ０．０５３

新 １５．０～１８．０ ０．０５３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 １９４号 西条市中野字大平ラ丙１２２番８ 平成１５年１月３１日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 波方環状線
越智郡波方町大字波方字本谷甲３５７２番２地先から

同大字字黒礒甲３２９８番１地先まで

旧 ４．８～９．８ ０．２９０

新 ７．４～１５．８ ０．２９０
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�愛媛県告示第２０５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２０６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局伊予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２０７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局伊予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２０８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

〃 宮崎波方線
越智郡波方町大字宮崎字七五三ヶ浦乙４６番３地先から

同字乙４６番４地先まで

旧 ５．０～６．０ ０．０１０

新 ７．０～８．３ ０．０１０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 波方環状線
越智郡波方町大字波方字高下甲３３４７番３地先から

同大字字黒礒甲３２９８番１地先まで
平成１５年１月３１日

〃 宮崎波方線
越智郡波方町大字宮崎字七五三ヶ浦乙４６番３地先から

同字乙４６番４地先まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 中山砥部線
伊予郡中山町大字出渕２番耕地３９０１番４から

同大字６番耕地１３６８番４地先まで

旧 ６．２～２０．４ ０．１１４

新 １４．０～２２．０ ０．１１７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 中山砥部線
伊予郡中山町大字出渕２番耕地３９０１番４から

同大字６番耕地１３６８番４地先まで
平成１５年１月３１日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３７９号
喜多郡内子町大瀬東３７１３番５から

同町大瀬東３７１４番２まで

旧 ６．３～２６．３ ０．０５４

新 １３．０～５８．７ ０．０５４
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�愛媛県告示第２０９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２１０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２１１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２１２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局宇和土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

〃 〃
喜多郡内子町大瀬中央４１９０番７から

同町大瀬中央４１９６番２まで

旧 ５．４～８．５ ０．０５２

新 ９．３～１０．０ ０．０５２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３７９号
喜多郡内子町大瀬東３７１３番５から

同町大瀬東３７１４番２まで
平成１５年１月３１日

〃 〃
喜多郡内子町大瀬中央４１９０番７から

同町大瀬中央４１９６番２まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 小田河辺大洲線 喜多郡河辺村大字北平７０７番地先
旧 １０．６～２４．５ ０．０２０

新 １５．８～２９．６ ０．０２０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 小田河辺大洲線
喜多郡河辺村大字北平７０７番地先から

同大字６８４番地先まで
平成１５年１月３１日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 野村柳谷線
東宇和郡野村町大字大野ヶ原７１番地先から

同大字９０番地先まで

旧 ４．５～６．３ ０．３１０

新 ４．９～１２．５ ０．３１０
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�愛媛県告示第２１３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局宇和土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２１４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２１５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２１６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 野村柳谷線
東宇和郡野村町大字大野ヶ原７１番地先から

同大字９０番地先まで
平成１５年１月３１日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 １９７号

西宇和郡三崎町三崎１０５番地先から

同町三崎１５２７番１まで
旧 ６．４～２３．０ ０．４１６

西宇和郡三崎町三崎１０５番地先から

同町三崎１７００番６まで
新 １１．０～１９．６ ０．５１３

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宇和三瓶線
西宇和郡三瓶町大字津布理字長藪１８２５番２から

同字１８６３番２地先まで

旧 ５．５～１４．２ ０．２１４

新 １４．７～９４．０ ０．１９８

〃 〃
西宇和郡三瓶町大字津布理字長藪１８６５番１地先から

同大字字日ノ浦２２２０番１０まで

旧 １２．６～１５．８ ０．０３８

新 １２．６～１８．９ ０．０３８

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 宇和三瓶線
西宇和郡三瓶町大字津布理字長藪１８２５番２から

同字１８６３番２地先まで
平成１５年１月３１日

〃 〃
西宇和郡三瓶町大字津布理字長藪１８６５番１地先から

同大字字日ノ浦２２２０番１０まで
〃
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�愛媛県告示第２１９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第１項の規定

に基づき、松山広域都市計画下水道事業松前公共下水道（松

前町施行）の事業計画の変更を次のように認可した。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 事業施行期間

平成８年３月２９日から

平成２２年３月３１日まで

２ 事業地

� 収用の部分

愛媛県伊予郡松前町大字筒井字砂流場

� 使用の部分

愛媛県伊予郡松前町

大字筒井字砂流場から大字北黒田字美居までの区間

内、大字浜字今新開から大字筒井字五反地までの区

間内、大字筒井字砂流場

�愛媛県告示第２１７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２１８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があ

ったので、同条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申

請があったので、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宇和三瓶線
西宇和郡三瓶町大字津布理字日ノ浦２２６３番２から

同大字字正田２６２８番２まで

旧 ５．２～４２．０ ０．６２１

新 ５．２～４２．０
９．２～４５．０

０．６２１
０．３９６

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 宇和三瓶線
西宇和郡三瓶町大字津布理字日ノ浦２２６３番２から

同大字字正田２６２８番２まで
平成１５年１月３１日

公 告

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１５年１月２３日
特定非営利活動法人
子どもの未来育成支援会議ハ
ルモニア

岡 本 孝 今治市片原町二丁目１番地１
この法人は、今治市及び越智郡地域の住民
及びボランティア活動に取り組む団体に対
し、ノーマライゼイションの理念とインク
ルージョン活動を保証することを基本とし
て、保健・福祉・国際交流・男女共同参画
・児童の健全育成に関する事業及び特定非
営利活動を行う他の団体の運営又は活動に
係る連絡、協力に係る事業を行い、不特定
かつ多数のものの利益の増進に寄与するこ
とを目的とする。
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�愛媛県選挙管理委員会告示第１７号
平成１５年３月２４日任期満了に伴う大久保山土地改良区総代

選挙について、その事務を管理する選挙管理委員会を次のと

おり指定する。

平成１５年１月３１日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 藤 山 薫

城辺町選挙管理委員会

�愛媛県公営企業管理規程第１号
愛媛県公営企業処務規程の一部を改正する管理規程を次の

ように定める。

平成１５年１月３１日

愛媛県公営企業管理者職務代理者

愛媛県公営企業管理局長 永 野 英 詞

愛媛県公営企業処務規程の一部を改正する管理規程

愛媛県公営企業処務規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規

程第２号）の一部を次のように改正する。

第２条に次のただし書を加える。

ただし、局長に事故があるとき、又は局長が欠けたとき

は、次長が、管理者の職務を代理する。

附 則

この管理規程は、公布の日から施行する。

�正 誤

平成１３年１月１９日付け第１２２１号愛媛県告示第１０１号（公有

水面埋立工事のしゅん功認可）中

平成１５年１月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１５年１月２２日 特定非営利活動法人
ライフサポート友伍 鴨 崎 恭 夫 松山市朝生田町六丁目５４２－３ この法人は、高齢者支援施設を拠点とし、

少子高齢化社会及び核家族化社会における
様々な課題の解決に向けて現状の調査研究
を行うとともに、各種ボランティア組織と
の交流ネットワーク拡充、地域通貨の活用
による、女性の子育て支援等互助の精神に
基づく活力あふれる地域づくりの推進、地
域の文化活動等を通した高齢者の介護予防
と自立そして多様な生きがいづくりの支援
、さらに各種介護保険事業を行うことによ
り、多様で活発な地域交流形態を創造し、
地域の高齢者と市民が安心で充実した生活
を営むことが可能な地域社会の発展に寄与
することを目的とする。

選挙管理委員会告示

正 誤

公営企業管理規程

３７ 右欄上から１１行
目 同 同大字二及字ミ

タライ

ページ 箇 所 誤 正

３７ 右欄上から７行
目 二及字ミタライ 長早字グイシ

３７ 右欄上から１０行
目 二及字ミタライ 長早字グイシ

平成１５年１月３１日 印刷
平成１５年１月３１日 発行

購読料（送料共） １箇月１，７５０円７８

愛 媛 県 報平成１５年１月３１日 第１４２７号


